
（単位：百万円）
金　　　額 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

5,355 33,578

現 金 2 支 払 備 金 7,444

預 貯 金 5,352 責 任 準 備 金 26,134

869 13,222

39,102 共 同 保 険 借 400

地 方 債 8,147 再 保 険 借 571

社 債 26,525 外 国 再 保 険 借 5,961

株 式 1,850 未 払 法 人 税 等 662

外 国 証 券 2,579 預 り 金 123

1,035 未 払 金 1,995

建 物 412 仮 受 金 2,554

リ ー ス 資 産 589 リ ー ス 債 務 612

その他の有形固定資産 33 資 産 除 去 債 務 339

2,232 722

ソ フ ト ウ ェ ア 2,232 172

その他の無形固定資産 0 189

8,494 34

未 収 保 険 料 6 34

代 理 店 貸 1,844

共 同 保 険 貸 83 負債の部合計 47,920

再 保 険 貸 652 （純資産の部）

外 国 再 保 険 貸 2,573 5,000

未 収 金 1,828 1,250

未 収 収 益 40 1,250

預 託 金 557 5,407

仮 払 金 892 3,454

そ の 他 の 資 産 14 1,953

3,180 繰 越 利 益 剰 余 金 1,953

△ 10 11,657

681

681

純資産の部合計 12,339

資産の部合計 60,259 負債及び純資産の部合計 60,259

貸 倒 引 当 金 株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

資 本 金

コ － ル ・ ロ － ン そ の 他 負 債

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産 特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

貸 借 対 照 表

2024年度 (2025年3月31日現在)

科       目 科       目

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

Chubb損害保険株式会社



貸 借 対 照 表 ( 2024年度  )　の注記

1 有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。

(1) 子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っております。

(2) その他有価証券（市場価格のない株式等を除く）の評価は、時価法により行っております。

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

(3) その他有価証券のうち、市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っております。

2 減価償却資産の減価償却の方法は次のとおりであります。

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は定率法により行なっております。ただし2016年4月1日以降取得

した建物付属設備および構築物（建物を除く）については定額法により行っております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産（リース資産を除く）に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく

定額法により行っております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」および「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。残存価額についてはリース契約上に残価保証があるものは当該残

価保証額とし、それ以外のものは零としております。

3 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。

4 貸倒引当金は、当社の定める資産査定および償却・引当基準に則り、個別資産毎に回収可能性又は価値の毀損状態を査定し、

回収可能性に重大な懸念があると判断した金額又は重大な価値の毀損が生じていると判断した金額を計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権

および実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による

回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および

保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額

を引き当てております。また、上記以外の債権については過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権

額に乗じた額を計上しております。全ての債権は、資産査定および償却・引当処理規程に基づき、管轄部署が資産査定および

償却・引当を実施し、当該部署から独立した内部監査部が査定結果および償却・引当状況を監査しております。

5 退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。過去勤

務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異はその発生時

の従業員の平均残存勤務期間による定額法により翌期から費用処理しております。

6 退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

7 役員退職慰労引当金は役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給見積額を計上しております。

8 賞与引当金は、従業員および役員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。

9 価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

10 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によって

おります。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。

11 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか事務機器および乗用車の一部については所有権移転外ファイナンス・リース契約に

より使用しております。

12 有形固定資産の減価償却累計額は 1,288百万円であります。

13 関係会社に対する金銭債権総額は100百万円、金銭債務総額は371百万円であります。

14 関係会社株式の額は280百万円であります。

15 繰延税金資産の総額は3,456百万円、繰延税金負債の総額は276百万円であります。また、繰延税金資産から

評価性引当金額として控除した額は192百万円であります。繰延税金資産の主な発生原因別の内訳は、

責任準備金2,629百万円、退職給付引当金208百万円であります。

また、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に成立したことに伴い、

2026年4月1日以後に開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。

これに伴い、2026年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率が27.9％から28.9%に変更となります。

この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）は86百万円増加し、法人税等調整額は

95百万円減少しています。また、その結果、当期純利益は95百万円増加しております。

Chubb損害保険株式会社



16 支払備金は、当期末において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の発生の報告を受けていないものの支払事由が

既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等（保険金、返戻金およびその他の給付金）の支出として計上してい

ないものについて、保険業法第117条、同施行規則第72条および第73条に基づき計上しております。

支払備金は、既発生既報告の支払備金（保険契約に基づいて支払義務が発生した保険金等のうち、まだ支払っていない金額。

以下、普通支払備金）と、既発生未報告の支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事

由が既に発生したと認められる保険金等。以下、IBNR備金）から構成されます。

なお、再保険契約に基づき、再保険者から回収可能と認められる金額は支払備金より控除しております。

17 財政状態又は経営成績に対して重大な影響を与え得る会計上の見積りを含む項目は支払備金であります。

(1)  当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

支払備金 7,444

　普通支払備金 5,390

　IBNR備金 2,054

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

① 算出方法

普通支払備金に関しては、支払義務が発生した保険契約に関して、期末日時点で利用可能な情報に基づき、損害査定等の方法

により将来の支払額を見積り計上しています。IBNR備金に関しては、支払義務が発生したと認められるが、未報告の保険契約

について、その最終損害額を主に統計的見積法により算出し、将来の支払額を見積り計上しています。

② 主要な仮定

普通支払備金は、保険契約の補償内容と損害査定の結果をもとに将来の支払額を見積っています。損害査定においては、過去

の支払実績の傾向や、法改正や過去の裁判例、経済環境および社会情勢の変化に伴う医療費用、車両や家財の修繕コスト、人

件費の変化等が影響を及ぼす可能性も考慮しています。IBNR備金は、予想損害率、保険金等進展率等の主要な仮定を使用して、

将来の支払額を見積り計上しています。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

各事象の将来における状況変化等により保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積額から変動する可能性があります。

特に、賠償責任保険等の保険種目は、事故発生から保険金支払までの期間が長期間にわたり、期末日時点においては利用可能

でない情報も多いことから、不確実性の程度が高くなります。

一方、車両保険や家財保険等の保険種目は保険事由の発生から保険金等の支払までの期間が比較的短いこと等から、不確実性

の程度は低くなります。

18 責任準備金は、当事業年度末時点において保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来における債

務の履行に備えるため、保険業法第116条第1項および保険業法施行規則第70条に基づき、保険料および責任準備金の算出方法書

（保険業法第4条第2項第4号）に記載された方法に従って計算し、積み立てております。

責任準備金のうち、普通責任準備金については、保険業法第116条第1項および保険業法施行規則第70条第1項第1号に基づき積

み立てております。

責任準備金のうち、異常危険準備金については、保険業法第116条第1項および保険業法施行規則第70条第1項第2号に基づき、

異常災害による損害のてん補に充てるため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

なお、保険業法施行規則第71条に基づき、再保険を付した部分に相当する責任準備金については積み立てておりません。

19 当期末における支払備金および責任準備金の内訳は次のとおりであります。

 (1) 支払備金

　 支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）               24,929 百万円

　 同上にかかる出再支払備金 17,649 百万円

　差　　引  （イ） 7,280 百万円

　 地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ）                164 百万円

　　　計　（イ＋ロ） 7,444 百万円

 (2) 責任準備金

　 普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 38,678 百万円

　 同上にかかる出再責任準備金 24,940 百万円

　差　　引  （イ） 13,737 百万円

その他の責任準備金　（ロ） 12,396 百万円

　　　計　（イ＋ロ） 26,134 百万円
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20 賞与引当金には役員分61百万円が含まれております。

21 １株当たりの純資産額は75,702円92銭であります。

算定上の基礎である純資産の部の合計額は12,339百万円、普通株式に係る期末の純資産額は12,339百万円、

1株当たりの純資産の算定に用いられた期末の普通株式数は163千株であります。なお、純資産の部の

合計額から控除する金額はありません。

22 退職給付に関する事項は次のとおりであります。

 (1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度および確定拠出制度を採用しております。

 (2) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △747 百万円

勤務費用 0 百万円

利息費用 △9 百万円

数理計算上の差異の当期発生額 24 百万円

退職給付の支払額 62 百万円

期末における退職給付債務 △670 百万円

 (3) 退職給付債務およびその内訳

退職給付債務 △670 百万円

年金資産 - 百万円
未積立退職給付債務 △670 百万円
会計基準変更時差異の未処理額 - 百万円
未認識数理計算上の差異 △51 百万円
未認識過去勤務費用 - 百万円
貸借対照表計上額 △722 百万円
前払年金費用 － 百万円
退職給付引当金 △722 百万円

 (4) 退職給付債務等の計算基礎
退職給付見込額の期間配分方法
割引率 1.96 ％
数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により、翌期から費用処理しております。
過去勤務費用の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しております。

23 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

期間定額基準

Chubb損害保険株式会社



2024年4月1日から

2024年度     損益計算書

2025年3月31日まで

（単位：百万円）

金　　　額
30,021
29,666
29,595

58
13
48

106
△58
306
306

27,650
13,868
8,813
1,390
1,092

423
2,147

1
1
1

13,750
29
24
1
4

2,371
0
0
8
0
8
8

2,363
1,076
△333

742
1,620

法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

支 払 利 息

正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 保 険 引 受 費 用

為 替 差 損
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 の 経 常 費 用

価 格 変 動 準 備 金

経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 費 用

科　　　　　　　　　目
経 常 収 益

保 険 引 受 収 益
正 味 収 入 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
為 替 差 益

利 息 及 び 配 当 金 収 入
積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
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損益計算書（ 2024年度 ）の注記

1 正味収入保険料は、収入保険料から支払再保険料を控除して算定しております。
収入保険料のうち、元受保険料については主として決算締め切り日までに入金報告書および申込書その他保険料計上
に必要な書類が到着し、かつ保険始期月が到来している契約について保険料を計上しており、受再保険料については、
再保険契約に基づき、主として勘定書その他再保険料計上に必要な書類が到着し、かつ再保険始期月が到来している
契約について保険料を計上しております。
支払再保険料については、再保険契約に基づき、再保険者に対して出再したと認められる保険料を計上しております。

正味支払保険金は、支払保険金から回収再保険金を控除して算定しております。
支払保険金のうち、元受保険金については、主として、保険約款に基づく支払事由が発生し、期末日までに損害填補
金等として支払った金額を計上しており、受再保険金については、再保険契約に基づき、主として勘定書が到来した
時点で保険金を計上しております。
回収再保険金については、再保険契約に基づき、再保険者から回収できると認められる保険金を計上しております。

2 関係会社との取引による収益総額は1,139百万円であり、費用総額は1,828百万円であります。

3 (1) 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。
収入保険料 82,308 百万円
支払再保険料 52,713 百万円

差　引 29,595 百万円

(2) 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。
支払保険金 21,008 百万円
回収再保険金 12,195 百万円

差　引 8,813 百万円

(3) 諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
支払諸手数料及び集金費 21,998 百万円
出再保険手数料 20,906 百万円

差　引 1,092 百万円

(4) 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

5,665 百万円

同上にかかる出再支払備金繰入額 5,229 百万円
差　引　（イ） 436 百万円

△12 百万円

計　（イ＋ロ） 423 百万円

(5) 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
1,429 百万円

　同上にかかる出再責任準備金繰入額 144 百万円
差　引　（イ） 1,285 百万円

861 百万円
計　（イ＋ロ） 2,147 百万円

(6) 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。
預貯金利息 0 百万円
コールローン利息 0 百万円
有価証券利息・配当金 104 百万円

計 106 百万円

4 １株当たりの当期純利益は9,941円65銭であります。
算定上の基礎である当期純利益は1,620百万円、普通株式に係る当期純利益は1,620百万円、
普通株式の期中平均株式数は163千株であります。

5 退職給付関係
損害調査費並びに営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は164百万円であり、
その内訳は次のとおりであります。その他は確定拠出年金への掛金支払額です。

勤務費用 0 百万円
利息費用 9 百万円
期待運用収益 - 百万円
会計基準変更時差異の費用処理額 - 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 4 百万円
過去勤務債務の費用処理額 △74 百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 △60 百万円
その他 225 百万円

計 164 百万円

6 関連当事者との重要な取引は下記の通りであります。
（単位：百万円）

属性
会社等の名

称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容

出再保険料 38,925 外国再保険貸 1,781

出再手数料 18,077 外国再保険借 2,583

出再保険金 10,440

（取引条件および取引条件の決定方針）
　（注）価格その他の取引条件は、再保険市場実勢を勘案して当社が希望条件を提示し、交渉の上で決定しております。

7 金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

関係会
社の子
会社

Chubb 
Tempest 

Reinsurance 
Ltd.

　なし 再保険取引先
再保険取引

（注）

期末残高

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、
（ロ）に掲げる保険を除く）

　地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる
　支払備金繰入額　（ロ）

　普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）

　その他の責任準備金繰入額　（ロ）

取引金額 

Chubb損害保険株式会社




